
 

仕様書 

 

１ 件名  ペーパーレス会議システム一式の購入 

 

２ 品名及び数量  ペーパーレス会議システム（以下、「本システム」という。） 一式 

             

３ 規格品質  （１）閲覧用タブレット（以下、「クライアント」という。） １００台 

    ア 画面サイズは対角10インチ以上であること。 

    イ Wi-fiによる無線接続が可能であること。 

ウ 画面へのタッチによる操作が可能であること。 

エ 資料閲覧のために必要なソフトウェアをはじめ、本システムの運用

に必要な OS 及びソフトウェアをインストールした状態で納品するこ

と。 

オ クライアントの自立が可能となる機構を備えたカバーを付加する

こと。 

   （２）本システム用ソフトウェア  

ア 外部へのインターネット接続を行うことなく稼働するものであるこ

と。 

イ （３）に掲げるサーバからクライアントへのデータ配信が可能であ

ること。 

    ウ クライアント側にデータのダウンロードが可能であること。 

    エ クライアント側での画面操作が可能なものであること。 

    オ ＰＤＦ形式のファイルの閲覧、配信が可能であること。 

   （３）本システム用サーバ 

ア 利用の際にインターネット等外部へのネットワーク接続が不要で

あること。 

イ ソフトウェアを稼働させるために必要な能力を有する CPU、メモリ

を搭載すること。 

ウ 必要なソフトウェア、及び閲覧用データを格納できるだけの十分な

ストレージ容量を備えていること。 

エ 以下のコネクタを備えていること。 

（ア）有線LAN（ソフトウェア及びウイルス定義の更新に利用） 

（イ）USB-A（外部媒体によるデータの受け渡しに利用） 

（ウ）HDMI（モニタ画像の出力に利用） 

オ モニタを備えていること。 

カ AC100V電源により稼働すること。 

キ 本システムの稼働に必要なソフトウェア（OS 含む）、及びセキュリ

ティソフトをインストールした状態で納品すること。 

ク ５年間の保証を付けること。これに係る費用は今回の価格に含める

こと。 

   （４）クライアント収納キャビネット 

ア ３台以内の台数でクライアントを全台収納できること。 

イ クライアントを収納した状態で、１台ごとに一人でも容易に移動が

できるものであること。 

ウ クライアントを収納した状態で、クライアントに充電が可能である

こと。 



 

エ AC100V電源による充電に必要なコンセント、タップ、ケーブル等を

附属すること。 

オ キャビネット内、もしくは天板に（３）に掲げるサーバ及び（５）

に掲げる配信用無線ネットワーク機器の設置が可能であること。 

   （５）配信用無線ネットワーク 

ア （３）に掲げるサーバに対し、クライアント全台から同時に無線接

続できる機器構成とすること。 

イ 院内既存無線ネットワークとの電波干渉を回避できるよう、手動に

よるチャネルの設定が可能であること。 

ウ 機器間の接続に必要なケーブルを併せて納品すること。 

   （６）その他 

ア ソフトウェアに関するライセンスについては、５年以上の期間につ

いて保証すること。これに要する費用については、今回の価格に含め

ること。 

イ 取扱説明書を紙媒体もしくはＰＤＦファイル形式で納品すること。

併せて、簡易的な操作説明書をＰＤＦファイル形式と併せ紙媒体で２

部以上納品すること。 

 

４ 納入期限  令和7年3月31日 

 

５ 納入場所  名古屋市北区平手町一丁目１番地の１ 

   名古屋市立大学医学部附属西部医療センター 

 

６ 指定場所への納入等 

(1) 購入物品の納入に当たり、機器等の搬入、撤去、据付、結線、設定及び調整等に関しては、名古屋市

立大学医学部附属西部医療センター（以下「病院」という。）担当者の指示に従うとともに、必要に応じ

て協議し、十分調整を行った上で実施すること。 

(2) 購入物品の搬入、据付及び動作確認は、納期までに終えること。 

(3) 設置された購入物品は使用できる状態に調整し、病院が交付する固定資産シールを貼付の上、引き渡

すこと。 

７ 費用負担 

(1) 購入物品の搬入、据付、動作確認を始め、装置を使用できる状態に調整して引き渡すまでの一切の費

用は、売渡人の負担とする。 

(2) 上記( 1 )に記載する一切の費用には、本仕様書「８検査」、「９付帯事項」、「10妨害又は不当要求に対

する届出義務」及び「11グリーン配送に関する事項」各条項に記載された設備の設置、必要物品・資材

の調達、工事・作業・業務・処置の実施等に伴い発生する全ての費用を含むものとする。 

８ 検査 

(1) 契約締結後、速やかに本件購入物品の納入日程等について、病院管理課（以下「管理課」という。）の

指示を受けること。 

(2) 据付後、外部から確認できない機器等については途中で写真撮影等を行い、管理課に提出すること。

契約締結後、病院が指定する検査員（以下「検査員」という。）の指示を受けること。 

(3) 機器の据付を完了したときは、検査員に報告し、検査員の指定する日に完了検査を受けること。完了

検査の際は、作動させて機能の確認を行うことがある。機器構成、銘柄型番の表示、性能機能等につい

て説明できる者が立ち会うこと。 

(4) 完了検査を受けた後、直ちに納品書を管理課に提出すること。 



 

(5) 売渡人は、検査員の検査に係る指示に従うものとし、検査員から納入物品についての説明、資料提出

等を求められた場合は、速やかに応じるものとする。上記の検査以外にも、履行の確保等のため検査員

が必要と判断した場合は、中間検査を実施することがある。 

(6) 納入検査において合格と認められないときは、売渡人は病院担当者の指定する期日までに装置等の取

換え又は補正を行うこと。 

(7) 上記の手続は、いずれも売渡人がその負担により行うこととし、据付途中の写真撮影、納品書の提出

等検査に直接要する費用と検査のため変形、変質、消耗又はき損した物品の損失はすべて売渡人の負担

とする。 

９ 付帯事項 

 その他付帯事項として、以下の要件を満たすこと。 

(1) 装置据付関連業務 

  ア 設置場所については、病院職員の指示によること。 

  イ 病院施設側電源設備以外に必要な電源設備、給排水設備、配管設備等がある場合、売渡人において

用意すること。 

  ウ 購入物品の搬入、据付、配管、配線、調整、撤去、既存設備との接続については、病院の診療業務

に支障をきたさないよう病院担当者と協議の上その指示によること。また、搬入の際には売渡人が立

会い、病院の施設に損傷を与えないよう十分な注意を払うように務め、必要があれば納入経路に養生

等を施すこと。また、万一、病院の建物、設備等に損傷を与えた場合は、売渡人の責任において現状

に復するものとする。 

  エ 購入物品の稼動に必要なケーブル及びコネクタ類は全て本契約に含めて用意すること。 

  オ  工事が必要な場合は、納期、工事期間のスケジュールの打合せを事前に行いそのスケジュールに従

い完了すること。 

  カ  上記、アからオに関し、不都合が生じた場合は、病院担当者の指示に従うこと。 

 (2) 保守体制 

  ア 納入検査確認後から５年間のシステム保守及びライセンスにかかる費用については購入価格に含め

ることとし、これらの費用を納入検査確認後から５年間別途請求することがないこと。 

  イ 保守に関する受付は、電子メールもしくはWebにて対応可能であること。 

  ウ 保守対応については、平日午前９時から午後５時までの間対応可能であること。 

エ 定期的な点検を実施できる体制を有し、緊急時にも迅速な対応を行うこと。 

  オ 購入物品の運用を円滑にするための技術サポートを行うこと。 

 (3) 教育体制 

ア  購入物品の据付及び調整終了後、病院の求めに応じ、操作指導者を派遣し、操作トレーニングを必

要日数行うこと。また、必要に応じて、導入装置と同式装置にて実際の操作あるいは、オリエンテー

ションを病院職員が受ける機会を設けること。 

イ  購入物品稼動後も必要に応じて操作指導者を派遣し、操作トレーニングを行うこと。 

ウ  教育訓練及び取扱説明については、病院が指定する日時、場所で行うこと。 

 (4) その他 

  ア 購入物品納入後に新たに必要と思われる周辺機器が生じた場合は、売渡人は、協議に応じること。 

イ  無償保証期間中に生じたトラブルは十分把握し期間終了前に完全な機能状態とすること。なお、

期間中の故障状況はその都度報告承認を受けること。 

ウ その他、本仕様書に記載のない事項については、適宜病院担当者との協議に応じることとし、詳

細については、病院職員の指示に従うこと。 

10 妨害又は不当要求に対する届出義務 

(1) 売渡人は、契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員等から妨害（不法な行為等で、業務履行の障

害となるものをいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権利若しくは正当な利益がな

いにもかかわらずこれを要求し、又はその要求の方法、態様若しくは程度が社会的に正当なものと認め

られないものをいう。）を受けた場合は、病院へ報告し、警察へ被害届を提出しなければならない。 



 

(2) 売渡人が前号に規定する妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、前号の報告又は被害届の提出を

行わなかった場合は、競争入札による契約又は随意契約の相手方としない措置を講じることがある。  

11 グリーン配送に関する事項 

別記「グリーン配送に関する特記仕様書」を遵守すること。 



グリーン配送に関する特記仕様書 

 

 

（基本事項） 

第1 この契約の相手方（以下「契約業者」という。）は、本契約にかかる公立大学法人名古屋市

立大学（以下「本学」という。）への物品の納入に、自動車（二輪自動車を除く。）を使用す

る場合、グリーン配送を実施するよう努めなければならない。なお、物品の納入業務を他人

に委託する場合は、契約業者から委託を受けて物品の納入を行う事業者（以下「納入業者」と

いう。）に、グリーン配送を実施させるよう努めなければならない。 

 

 注 「グリーン配送」とは、本学が締結する物品の買入れ契約（印刷の発注を含む。）及び物 

品の借入れ契約において、自動車（二輪自動車を除く。）を使用して物品の納入を行おう 

とする事業者（契約の相手方（以下「契約業者」という。）で自ら物品の納入を行う者又 

は契約業者から委託を受けて物品の納入を行う者（以下「納入業者」という。））が、物 

品の納入先（愛知県内に所在する市の機関に限る。）へ適合車両を使用し、かつエコドラ 

イブ（環境に配慮した自動車の運転のことをいう）を実施して物品の納入を行うことをい 

う。 

 

（グリーン配送に使用する車両） 

第 2 グリーン配送に使用する車両は、車種規制非適合車を除く次の自動車とする。 

（1）電気自動車 （2）天然ガス自動車 

（3）メタノール自動車 （4）ハイブリッド自動車 

（5）低排出ガス車かつ低燃費車 （6）燃料電池自動車 

（7）車両総重量 3.5ｔ超のガソリン車・ＬＰガス車・新長期規制適合以降ディーゼル車 

（8）クリーンディーゼル自動車 （9）プラグイン・ハイブリッド自動車 

（10）低排出ガス車 （11）低燃費車 

（12）超低ＰＭ排出ディーゼル車 （13）ＬＰガス貨物自動車 

（14）車両総重量 3.5ｔ超の新短期規制適合ディーゼル車 

（15）その他、環境局長が認めるもの 
 

注 「車種規制非適合車」とは「自動車 NOx・PM 法」に定める窒素酸化物排出基準又は粒子

状物質排出基準に適合しない自動車である。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


